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(57)【要約】
【課題】車両制御システムの消費電力を抑制すること。
【解決手段】車両制御システム全体として、制御状態が
少なくとも３段階に階層化され、上位の階層に紐付けら
れた機能の実行に基づき、制御状態が、それよりも下位
の階層に遷移する。車両制御システムを構成する複数の
ＥＣＵは、制御状態が、自身に実装された機能が紐付け
られた階層に遷移して、その機能を実行すべきとき起動
され、制御状態が、それよりも上位の階層にあるとき、
停止状態に維持される。複数の機能を複数のＥＣＵへ分
散実装する際、隣接する階層の機能であれば、複数の階
層にそれぞれ紐付けられた複数の機能を同じＥＣＵへ実
装することは許容するが、１つ以上の階層を間に挟む離
間した複数の階層にそれぞれ紐付けられた複数の機能を
同じＥＣＵへ実装することは禁じている。従って、各階
層の機能を実行する際に、起動されるＥＣＵの数を極力
少なくすることができる。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両を制御するための車両制御システムであって、当該車両制御システムは、複数のサ
ブシステムを備えるとともに、それら複数のサブシステムを制御するために、複数の電子
制御装置を有しており、
　前記車両制御システム全体として、制御状態が少なくとも３段階に階層化されるととも
に、上位階層においては、車両制御システムの起動及び停止を制御するための機能が紐付
けられ、中位階層においては、各サブシステムを協調して制御するための、各サブシステ
ムの目標制御量を算出するための機能が紐付けられ、下位階層においては、前記目標制御
量に従って各サブシステムを制御するための機能が紐付けられており、相対的に上位の階
層に紐付けられた機能の実行に基づき、前記制御状態が、それよりも下位の階層に遷移し
て、当該下位の階層に紐付けられた機能が実行可能となるものであって、
　前記複数の電子制御装置には、前記各階層の機能が分散実装されるが、その機能の実装
の際、隣接する階層の機能であれば、複数の階層にそれぞれ紐付けられた複数の機能を同
じ電子制御装置へ実装することは許容するが、１つ以上の階層を間に挟む離間した複数の
階層にそれぞれ紐付けられた複数の機能を同じ電子制御装置へ実装することは禁じられ、
　前記複数の電子制御装置は、それぞれ、前記制御状態が、自身に実装された機能が紐付
けられた階層に遷移して、その機能を実行すべきとき電源が投入され、前記制御状態が、
それよりも上位の階層にあるとき、電源が遮断されることを特徴とする車両制御システム
。
【請求項２】
　前記車両制御システムは、車両の挙動を制御するためのものであって、前記中位階層に
紐付けられる機能は、車両として望ましい目標挙動を実現するために各サブシステムが分
担すべき制御量を、前記目標制御量として算出するものであることを特徴とする請求項１
に記載の車両制御システム。
【請求項３】
　前記中位階層には、前記サブシステムの各々が正常に動作しえるか否かを判断する機能
と、正常に動作し得る場合には、全てのサブシステムを対象として、各サブシステムの目
標制御量を算出し、正常に動作し得ない場合には、正常に動作しえないサブシステムへの
電源を遮断して停止させるとともに、正常に動作し得るサブシステムのみを対象として、
各サブシステムの目標制御量を算出する機能とが紐付けられていることを特徴とする請求
項１又は２に記載の車両制御システム。
【請求項４】
　前記車両は、走行駆動源として電動モータを有する電動車両であって、前記電動モータ
に電力を供給する電池を充電する充電モードと、走行時の車両の挙動を制御する走行モー
ドとの２つの制御モードを備え、各制御モードにおいて、それぞれ、制御状態が階層化さ
れていることを特徴とする請求項１乃至３のいずれかに記載の車両制御システム。
【請求項５】
　前記車両制御システムが、複数の制御モードを有し、それぞれの制御モードにおいて、
制御状態が階層化されており、
　車両の動作状況に応じて、安全性が確保されるように、前記複数の制御モードの優先順
位が予め定められており、いずれか１つのモードの上位階層において、その定められた優
先順位に従って、制御モードが選択されることを特徴とする請求項１乃至４のいずれかに
記載の車両制御システム。
【請求項６】
　前記複数の制御モードにおいて、共通利用される機能が、中位階層もしくは下位階層に
設定され、その共通利用される機能を含む中位階層もしくは下位階層には、複数の制御モ
ードの上位階層からアクセス可能なインターフェースが設けられることを特徴とする請求
項５に記載の車両制御システム。
【請求項７】
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　前記共通利用される機能が送信するデータ、及び／又は受信したデータに関する処理を
、各制御モードにおいて必要となる最小限のデータ、及び／又は処理となるように切り換
えることを特徴とする請求項６に記載の車両制御システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば車両の挙動などを制御する車両制御システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、特許文献１には、第１及び第２の車載電子制御装置に対する給電用電源リレー
を共用化し、第１の車載電子制御装置によって統括管理するようにした給電制御回路が示
されている。また、特許文献２には、例えばフルブレーキング時、フルスロットル時、急
減なハンドル操作時などに、ブレーキブースタなどの安全に関連する電気消費装置に、通
常よりも大きな電気エネルギーを供給する必要が生じると、安全にあまり関連しない電気
消費装置への電気エネルギーを一時的に遮断して、増大した電気エネルギーの要求に応え
ることができるようにしたエネルギー管理装置が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００８－２４０６８４号公報
【特許文献２】特表２００６－５１１３９６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ここで、例えば車両の挙動を制御するための車両制御システムは、エンジンシステム、
ブレーキシステム、モータシステム、ステアリングシステムなどの複数のサブシステムか
ら構成されることが多い。
【０００５】
　このような車両制御システムにおいて、上述した特許文献１に記載されたように、複数
のサブシステムの各々の電子制御装置に対する給電制御が常に同じタイミングで行われる
と、状況によっては給電する必要がないサブシステムにも給電が行われてしまい、車両制
御システム全体での消費電力が大きくなってしまうという問題が生じる。
【０００６】
　一方、上述した特許文献２では、特定の電気消費装置での電気エネルギーの需要が大き
くなったとき、他の電気消費装置への電気ネルギーの供給を一時的に遮断することにより
、消費電力の増大を抑制するようにしている。
【０００７】
　しかしながら、上述したような車両制御システムでは、車両の挙動を制御する際には、
複数のサブシステムを協調して制御する必要があるため、消費電力の増大を回避する目的
のために、特許文献２に記載したような技術を採用することはできない。
【０００８】
　本発明は、上述した点に鑑みてなされたものであり、消費電力を抑制することが可能な
車両制御システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するために、請求項１の車両制御システムは、車両を制御するためのも
のであって、複数のサブシステムを備えるとともに、それら複数のサブシステムを制御す
るために、複数の電子制御装置を有しており、
　前記車両制御システム全体として、制御状態が少なくとも３段階に階層化されるととも
に、上位階層においては、車両制御システムの起動及び停止を制御するための機能が紐付
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けられ、中位階層においては、各サブシステムを協調して制御するための、各サブシステ
ムの目標制御量を算出するための機能が紐付けられ、下位階層においては、前記目標制御
量に従って各サブシステムを制御するための機能が紐付けられており、相対的に上位の階
層に紐付けられた機能の実行に基づき、前記制御状態が、それよりも下位の階層に遷移し
て、当該下位の階層に紐付けられた機能が実行可能となるものであって、
　前記複数の電子制御装置には、前記各階層の機能が分散実装されるが、その機能の実装
の際、隣接する階層の機能であれば、複数の階層にそれぞれ紐付けられた複数の機能を同
じ電子制御装置へ実装することは許容するが、１つ以上の階層を間に挟む離間した複数の
階層にそれぞれ紐付けられた複数の機能を同じ電子制御装置へ実装することは禁じられ、
　前記複数の電子制御装置は、それぞれ、前記制御状態が、自身に実装された機能が紐付
けられた階層に遷移して、その機能を実行すべきとき起動され、前記制御状態が、それよ
りも上位の階層にあるとき、停止状態に維持されることを特徴とする。
【００１０】
　このように、請求項１の車両制御システムでは、制御状態が少なくとも３段階に階層化
されており、上位の階層に紐付けられた機能の実行に基づき、制御状態が、それよりも下
位の階層に遷移することで、当該下位の階層に紐付けられた機能が実行可能となる。そし
て、車両制御システムを構成する複数の電子制御装置は、それぞれ、制御状態が、自身に
実装された機能が紐付けられた階層に遷移して、その機能を実行すべきとき起動され、制
御状態が、それよりも上位の階層にあるとき、停止状態に維持される。その結果、制御状
態が、相対的に上位の階層にある場合には、該当の階層及びそれよりも上位の階層に紐付
けられた機能が実装された電子制御装置だけが起動され、該当の階層よりも下位の階層に
紐付けられた機能が実装された電子制御装置は停止状態のままとなる。
【００１１】
　特に、請求項１の車両制御システムでは、複数の機能を複数の電子制御装置へ分散実装
する際に、隣接する階層の機能であれば、複数の階層にそれぞれ紐付けられた複数の機能
を同じ電子制御装置へ実装することは許容するが、１つ以上の階層を間に挟む離間した複
数の階層にそれぞれ紐付けられた複数の機能を同じ電子制御装置へ実装することは禁じて
いる。従って、各階層に紐付けられた機能を実行する際に、起動される電子制御装置の数
を極力少なくすることができ、システム全体として消費電力の抑制を図ることが可能にな
る。換言すれば、１つ以上の階層を間に挟む離間した複数の階層にそれぞれ紐付けられた
複数の機能を同じ電子制御装置へ実装した場合、起動しなければならない電子制御装置の
数が増加しやすくなるとともに、起動と停止とを切り換える機会も増えることになり、電
力消費に無駄が生じやすくなる。
【００１２】
　また、制御状態を階層化し、各階層に機能を紐付けたことにより、例えば車種に応じて
上位の階層の機能が変更された場合であっても、下位の階層に紐付けられた機能が同じで
あれば、その下位の階層に紐付けられた機能をそのまま利用することが可能となる。従っ
て、機能を実現するためのソフト的及びハード的な資源の再利用が可能になるとともに、
他の階層に紐付けられた機能との連携についても、その品質を維持すること可能になる。
【００１３】
　請求項２に記載したように、前記車両制御システムは、車両の挙動を制御するためのも
のであって、前記中位階層に紐付けられる機能は、車両として望ましい目標挙動を実現す
るために各サブシステムが分担すべき制御量を、前記目標制御量として算出するものであ
っても良い。車両の挙動を制御する場合、車両制御システムは、例えば、エンジンシステ
ム、モータシステム、ブレーキシステム等の複数のサブシステムを有し、車両の挙動を制
御する際には、それらの複数のサブシステムを協調して制御する必要があるためである。
【００１４】
　請求項３に記載したように、前記中位階層には、前記サブシステムの各々が正常に動作
しえるか否かを判断する機能と、正常に動作し得る場合には、全てのサブシステムを対象
として、各サブシステムの目標制御量を算出し、正常に動作し得ない場合には、正常に動
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作しえないサブシステムへの電源を遮断して停止させるとともに、正常に動作し得るサブ
システムのみを対象として、各サブシステムの目標制御量を算出する機能とが紐付けられ
ていても良い。このようにすれば、いずれかのサブシステムに異常が生じた場合であって
も、車両制御システムは、制御を継続して実行することが可能になる。
【００１５】
　請求項４に記載したように、前記車両は、走行駆動源として電動モータを有する電動車
両であって、前記電動モータに電力を供給する電池を充電する充電モードと、走行時の車
両の挙動を制御する走行モードとの２つの制御モードを備え、各制御モードにおいて、そ
れぞれ、制御状態が階層化されていても良い。電動車両の走行モードと充電モードとは、
機能的に全く異なるものである。そのため、走行モードのための機能と充電モードのため
の機能とをまとめて階層化した場合、無駄に起動される電子制御装置が生じてしまう虞が
ある。それに対して、走行モードと充電モードとで、それぞれ、制御状態を階層化するこ
とにより、それぞれの制御モードにおいて、各階層に紐付けられた機能を実行する電子制
御装置のみ起動することができ、電力消費の抑制を図ることが可能になる。
【００１６】
　請求項５に記載したように、前記車両制御システムが、複数の制御モードを有し、それ
ぞれの制御モードにおいて、制御状態が階層化されており、車両の動作状況に応じて、安
全性が確保されるように、前記複数の制御モードの優先順位が予め定められており、いず
れか１つのモードの上位階層において、その定められた優先順位に従って、制御モードが
選択されても良い。これにより、複数の制御モードが定められている場合であっても、そ
れら複数の制御モードが競合することを避けることができる。さらに、選択された制御モ
ードに従う機能が実行される際に、選択された制御モード以外の機能を停止させることで
、消費電力の低減を図ることも可能となる。
【００１７】
　請求項６に記載したように、前記複数の制御モードにおいて、共通利用される機能が、
中位階層もしくは下位階層に設定され、その共通利用される機能を含む中位階層もしくは
下位階層には、複数の制御モードの上位階層からアクセス可能なインターフェースが設け
られても良い。これにより、複数の制御モードにおいて、中位階層や下位階層の機能を共
通利用することが可能となり、リソースの有効活用を図ることができる。
【００１８】
　請求項７に記載したように、前記共通利用される機能が送信するデータ、及び／又は受
信したデータに関する処理を、各制御モードにおいて必要となる最小限のデータ、及び／
又は処理となるように切り換えることが好ましい。これにより、それぞれの制御モードを
実行する際の処理負荷や通信負荷を低減し、消費電力を抑制することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】ハイブリッド車両の前後方向の挙動を制御するための、本実施形態による車両制
御システムが有する各種機能を表した機能ブロック図である。
【図２】車両制御システム全体として、少なくとも３段階に階層化された制御状態を示す
図である。
【図３】各階層への機能の割り振りをより具体的に示した図である。
【図４】複数の階層に渡る複数の機能を、同じＥＣＵに実装することを許可する例を示す
図である。
【図５】複数の階層に渡る複数の機能を、同じＥＣＵに実装することを禁止する例を示す
図である。
【図６】各階層の機能をソフトウエアオブジェクトにより具現化した場合の、ソフトウエ
アオブジェクト同士の結合関係を概念的に示した図である。
【図７】各階層の機能を、複数のＥＣＵに分担実装する一例を示した図表である。
【図８】各ＥＣＵに実装される機能を、各ＥＣＵの接続構造とともに示した図である。
【図９】変形例による、各階層の機能をソフトウエアオブジェクトにより具現化した場合
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の、ソフトウエアオブジェクト同士の結合関係を概念的に示した図である。
【図１０】変形例による、各階層の機能を、複数のＥＣＵに分担実装する一例を示した図
表である。
【図１１】変形例による、各ＥＣＵに実装される機能を、各ＥＣＵの接続構造とともに示
した図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施形態による車両制御システムに関して、図面を参照しつつ説明する
。本実施形態では、車両の走行駆動源として、エンジンと電動モータとを有するハイブリ
ッド車両に対して、車両の前後方向の挙動を制御するために車両制御システムを適用した
例について説明する。しかしながら、その適用対象は、エンジンのみを有する車両や、モ
ータのみを有する電動車両であっても良い。また、以下に示す実施形態では、車両制御シ
ステムにより、車両の前後方向の挙動を制御する場合について説明するが、併せてもしく
は単独で、ステアリングシステムやサスペンションシステムを用いて、車両の横方向の挙
動や、上下方向の挙動を制御するものであっても良い。
【００２１】
　公知のように、ハイブリッド車両は、走行駆動源として、エンジンと、エンジンの出力
軸上に配設された電動モータとしてのモータジェネレータ（ＭＧ）とを有する。モータジ
ェネレータは、車両に搭載されたバッテリから電源供給を受けて動作し、エンジンの駆動
力をアシストすることが可能なものである。また、モータジェネレータは、車両が減速す
るときには、車輪側からの回転駆動により発電を行い、バッテリを充電する（回生ブレー
キ）。このような構成において、エンジンとモータジェネレータとの間にクラッチを設け
て、エンジンとモータジェネレータを切り離すことができるようにすれば、モータジェネ
レータの駆動力のみにて車両を走行させるようにすることも可能となる。
【００２２】
　なお、ハイブリッドシステムとして、いわゆるパラレル方式による構成を備える例につ
いて簡単に説明したが、その他の方式（スプリット方式、シリーズ・パラレル方式など）
によるハイブリッドシステムを用いることも可能である。
【００２３】
　図１は、上述したハイブリッド車両の前後方向の挙動を制御するための、本実施形態に
よる車両制御システム１０が有する各種機能を機能ブロック図として表したものである。
ただし、図１に示す例は単なる一例であって、例えば、エンジン制御やモータ制御に加え
て、ブレーキ制御やトランスミッション制御を実行するようにしても良い。ブレーキやト
ランスミッションの制御により、前後方向の車両の挙動が変化するためである。以下、図
１を参照しつつ、車両制御システム１０が有する各種の機能について説明する。
【００２４】
　図１に示すように、車両制御システム１０には、各種の情報が入力される。例えば、ヒ
ューマン・マシン・インターフェース（ＨＭＩ）１は、ハイブリッド車両の運転のため、
運転者によって操作される操作部を意味し、アクセルペダル、ブレーキペダル、シフトレ
バー、ステアリングホイールなどが該当する。それら操作部における各々の操作量がセン
サ等によって検出され、車両制御システム１０に入力される。
【００２５】
　ハイブリッド車両が、走行支援のための電子制御デバイスを備えている場合、それら電
子制御デバイスからの情報も車両制御システム１０に入力される。例えば、アダプティブ
クルーズコントロールシステム（ＡＣＣ）２、パーキングコントロールシステム（ＰＣＳ
）３、レーンキープアシストシステム（ＬＫＡ）４などが該当する。その他にも、ハイブ
リッド車両が、アンチロックブレーキシステム（ＡＢＳ）、トラクションコントロールシ
ステム（ＴＲＣ）、ビークルスタビリティコントロールシステム（ＶＳＣ）を備えている
場合には、それらのシステムからの情報も車両制御システム１０に入力される。それらの
電子制御デバイスによって、車両の駆動トルクや、制動トルクが決定される場合があるた
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めである。
【００２６】
　上述した各種の情報は、車両制御システム１０の前後挙動調整機能（ＶＬＣ）１２に入
力される。前後挙動調整機能１２は、原則として運転者の操作に対応するように車両の前
後方向の挙動を制御すべく、前後方向の目標加速度（減速度）を算出するとともに、その
目標加速度（減速度）を実現するための目標駆動トルク（車軸トルク目標値）を算出して
、駆動力調整機能（ＰＴＣ）１４に出力する。
【００２７】
　一方、バッテリ制御機能（Battery Control）２２は、バッテリ容量検出機能（ＳＯＣ
）２０によって検出される、バッテリの充電容量に対する充電残量の比率である充電レベ
ルに基づいて最大許容放電力や要求充電力を算出して、モータジェネレータ調整機能（Ｍ
ＧＣ）１６に出力する。また、バッテリ制御機能２２は、外部電源によってバッテリが充
電されることがプラグイン検出機能（Plug In）１８によって検出されると、充電電力が
バッテリの最大許容充電力を超えないように充電器を制御する。なお、バッテリの充電容
量は、当該バッテリの劣化状態（ＳＯＨ）に応じて変化するので、バッテリ容量検出機能
２０が、バッテリの劣化状態も検出するように構成しても良い。
【００２８】
　モータジェネレータ調整機能（ＭＧＣ）１６は、バッテリ制御機能２２から出力された
要求充電力に応じて、回生ブレーキ時にモータジェネレータが発生した電力にてバッテリ
を充電したり、最大許容放電力に基づいて、モータジェネレータが発生可能な最大トルク
を算出し、駆動力調整機能１４に出力したりする。駆動力調整機能１４は、前後挙動調整
機能１２から取得した目標駆動トルクを発生させるべく、モータジェネレータの発生可能
最大トルクを考慮して、エンジン制御機能２４に出力すべき目標エンジントルク、及びモ
ータ制御機能２６に出力すべき目標ＭＧトルクをそれぞれ決定する。エンジン制御機能２
４は、与えられた目標エンジントルクを発生させるべく、エンジンの点火時期や燃料噴射
量を制御する。また、モータ制御機能２６は、与えられた目標ＭＧトルクを発生させるべ
く、モータジェネレータの回転を検知しつつ、ベクトル制御を実行する。
【００２９】
　本実施形態による車両制御システム１０は、上述したような各種の機能を備えるが、そ
れらの機能は、エンジンシステム、モータジェネレータシステム、充電システムなどの車
両制御システム１０を構成する各サブシステムを制御するための複数の電子制御装置（Ｅ
ＣＵ）に分散して実装される。この場合、車両制御システム１０を構成する全てのＥＣＵ
の起動及び停止が同時に行われたとすると、必ずしも起動が必要ではないＥＣＵも起動さ
れることになり、消費電力の増大を招いてしまう。
【００３０】
　そこで、本実施形態による車両制御システム１０では、まず、図２に示すように、制御
状態を少なくとも３段階に階層化するとともに、車両制御システム１０における制御シー
ケンスに沿って、図１の機能ブロック図に表された各種の機能を各階層に紐付けることと
した。一例として、図２に示すように、上位階層（Top Layer）には、所定の起動条件が
満たされたときに車両制御システム１０を起動し、所定の停止条件が満たされたときに車
両制御システム１０を停止させる起動停止制御機能などが紐付けられる。なお、所定の起
動条件として、例えば、シフト位置がパーキングであり、ブレーキペダルが踏み込まれつ
つ、スタートスイッチが操作されたとの条件を用いることができる。そして、起動条件が
満たされた場合、制御状態は、中位階層（２nd Layer）に遷移して、中位階層に紐づけら
れた機能が実行可能となる。
【００３１】
　図２に示す例では、中位階層には、全てのサブシステムが正常に動作しており、ハイブ
リッド車両をノーマルモードにて走行させることが可能か、それとも一部のサブシステム
に異常が生じており、ハイブリッド車両をリンプホームモードにて走行させる必要がある
かを判断する機能が紐付けられている、さらに、ノーマルモードにて走行させることが可
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能と判断した場合に、各サブシステムを協調して制御するための各サブシステムの目標制
御量を算出するための機能、あるいは、リンプホームモードにて走行させる必要があると
判断した場合に、正常に作動するサブシステムを選択し、その選択したサブシステムへの
目標制御量を算出するための機能などが紐付けられている。
【００３２】
　全てのサブシステムが正常に動作しているか否かの判断は、例えば、各サブシステムの
目標制御量（目標エンジントルク、目標ＭＧトルクなど）をセンサにより検出可能な物理
量に変換した上で、センサによる検出値と対比することにより行うことが可能である。
【００３３】
　目標制御量をセンサにより検出可能な物理量に変換するためには、例えば、予め用意さ
れた各車載機器（制御対象機器）のモデルを用いることができる。具体例として、目標エ
ンジントルクをセンサにより検出可能な物理量に変換するには、目標とするエンジントル
クを発生するようにエンジンが動作したときにおけるエンジン回転数が出力されるように
、エンジンモデルを構築すれば良い。そして、実際のエンジン回転数を回転数センサによ
って検出し、変換したエンジン回転数と対比する。これにより、エンジンの制御が正常に
行われているかどうかを判定することができる。なお、対比するための物理量として、エ
ンジンの筒内圧、吸入空気量などを用いても良い。
【００３４】
　また、モータジェネレータについては、エンジンと同様に、目標ＭＧトルクを発生する
ようにモータジェネレータが動作したときにおけるモータ回転数が出力されるように、Ｍ
Ｇモデルを構築すれば良い。もしくは、モータジェネレータに関しては、制御目標量をモ
ータ電流に変換しても良い。このようにして制御目標量がセンサによって検出可能な物理
量に変換されると、回転数センサや電流センサなどにより検出したモータ回転数やモータ
電流の実際の検出値と対比することが可能となり、モータジェネレータを正常に制御でき
ているかいなかを判定することができる。なお、モータ電流を用いる場合、そのモータ電
流を磁束電流とトルク電流とに分解し、各々に関して、検出値との比較を行なうようにし
ても良い。
【００３５】
　以上、制御目標量をセンサによって測定可能な物理量に変換することにより、各サブシ
ステムが正常に動作しているか否かを判定する例について説明したが、制御目標量が与え
られないバッテリに関しても、バッテリの充放電状態に基づき、バッテリが正常に動作し
ているか否かを判定することができる。具体的には、バッテリに関しては、動作状態を判
定するためのパラメータとして、ＳＯＣ（State of Charge）やＳＯＨ（State of Health
）を用いることができる。バッテリになんらかの異常が生じた場合、予期されないＳＯＣ
やＳＯＨの変化として現れるためである。
【００３６】
　ノーマルモードもしくはリンプホームモードにより、サブシステムの目標制御量が算出
されると、制御状態は、下位階層（３rd Layer）に遷移して、下位階層に紐づけられた機
能が実行可能となる。なお、制御状態が３rd Layerに遷移したとき、それよりも上位のTo
p Layer及び２nd Layerの階層に紐付けられた機能も実行可能な状態に維持されている。
従って、ノーマルモードもしくはリンプホームモードによる各サブシステムの制御は、継
続して実行可能である。
【００３７】
　図２に示す例では、下位階層には、ノーマルモードにてハイブリッド車両を走行させる
場合に、与えられた目標制御量に従ってエンジン、モータジェネレータ、及びバッテリの
充電等を制御する機能が紐付けられている。このとき、モータジェネレータに対して目標
ＭＧトルクが与えられ、エンジンに対しては目標エンジントルクが与えられない（目標エ
ンジントルク＝０）場合、ハイブリッド車両はいわゆるＥＶ走行を行うことになる。その
一方、モータジェネレータ及びエンジンに対してそれぞれ目標トルクが与えられた場合に
は、いわゆるＨＶ走行を行うことになる。このＥＶ走行と、ＨＶ走行との切換は、例えば
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、バッテリの残存容量や車両の走行速度などに応じて実施される。
【００３８】
　また、下位階層には、リンプホームモードにてハイブリッド車両を走行させる場合に、
与えられた目標制御量に従ってエンジン、モータジェネレータ、及びバッテリの充電等を
制御する機能が紐付けられている。ただし、この場合には、エンジンとモータジェネレー
タとのいずれかの動作に異常が生じているので、エンジンとモータジェネレータとの内、
正常に動作する方に対してのみ目標トルクが与えられる。その結果、ハイブリッド車両は
、モータジェネレータのみを走行駆動源とするＭＧ走行、もしくはエンジンのみを走行駆
動源とするＥＭＳ走行のいずれかを実施することになる。
【００３９】
　このように、相対的に上位の階層の状態遷移と、下位階層に紐付けられた各サブシステ
ムの制御機能とは分離されている。このため、各サブシステムの機械的構成や制御機能に
影響されず、相対的に上位の制御状態及び遷移条件等の設計が可能になる。また、相対的
に上位の制御状態や遷移条件が、例えば車種に応じて異なる設計がなされた場合であって
も、その差異に影響されず、各サブシステムの制御機能の独立性、及び再利用性が確保さ
れる。なお、図２には、制御状態を３段階の階層に分ける例を示したが、階層は３段階に
限られるものではなく、４段階以上の階層を設定しても良い。
【００４０】
　次に、図３を参照して、各階層への機能の割り振りについて、より具体的に説明する。
図３に示すように、上位階層（Top Layer）には、所定の起動条件が満たされたときに車
両制御システムを起動させる起動機能、及び所定の停止条件が満たされた時に車両制御シ
ステムを停止させる停止機能が紐付けられている。そして、上位階層に隣接した中位階層
（２nd Layer）には、システムメインリレーの制御機能（ＳＭＲ）が紐づけられている。
【００４１】
　起動機能により車両制御システムを起動させる場合には、起動機能が、システムメイン
リレー制御機能に対して、システムメインリレーをオンするよう指示する。すると、制御
状態が中位階層（２nd Layer）に遷移して、起動機能からの指示に基づき、システムメイ
ンリレー制御機能がシステムメインリレーをオンすることにより、各サブシステムへの電
源供給が可能な状態となる。一方、停止機能は、システムメインリレーがオンしている状
態で、所定の停止条件が成立したとき（例えば、ユーザにより停止スイッチが操作された
とき）、システムメインリレー制御機能に対して、システムメインリレーをオフするよう
指示する。このように、起動機能及び停止機能と、システムメインリレー制御機能とは、
安全制約条から直接駆動することが可能なように、隣接した階層に配置されている。
【００４２】
　また、上位階層には、イニシャルチェックなどのために、サブシステムを制御するため
のＥＣＵの内、一部（又は全部）のＥＣＵに対して、ウエイクアップ指令を送信する通信
初期ウエイクアップ機能が紐付けられている。なお、ウエイクアップ指令を受信したＥＣ
Ｕは、所定のイニシャルチェックを行った後、スリープする。この通信初期ウエイクアッ
プ機能により、該当ＥＣＵとの通信が正常に行われ得ることが確認されると、制御状態が
中位階層（２nd Layer）に遷移したとき、その中位階層に紐付けられた定常通信機能、中
間ウエイクアップ機能、フェイルスリープ機能などが実行される。
【００４３】
　定常通信機能は、複数のＥＣＵ間で定期的に相互通信を行うための機能であり、中間ウ
エイクアップ機能は、スリープしているＥＣＵをウエイクアップさせるための機能であり
、フェイルスリープ機能は、自己診断、もしくは他のＥＣＵからの通知によりなんらかの
異常の発生が検知された場合に、該当するＥＣＵをスリープさせるための機能である。こ
のように、通信初期ウエイクアップ機能と、定常通信機能、中間ウエイクアップ機能、フ
ェイルスリープ機能は、機能的に主従の関係にあるので、隣接した階層において、通信初
期ウエイクアップ機能が上位の階層に紐付けられ、定常通信機能、中間ウエイクアップ機
能、及びフェイルスリープ機能が下位の階層に紐付けられている。
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【００４４】
　なお、上述したように、各階層に配置される機能には、車両の前後方向の挙動を制御す
るための制御機能の他、通信機能や電源管理機能なども含まれる。
【００４５】
　また、中位階層には、図１において説明した、前後挙動調整機能（ＶＬＣ）、駆動力調
整機能（ＰＴＣ）、モータジェネレータ調整機能（ＭＧＣ）が紐付けられている。駆動力
調整機能（ＰＴＣ）は、エンジンが正常に動作しているか否かを判定する機能も備え、ま
た、モータジェネレータ調整機能（ＭＧＣ）は、モータジェネレータが正常に動作し得る
か否かを判定する機能も備えている。これらの判定結果として、エンジン及びモータジェ
ネレータとも正常に作動しえると判定された場合には、ノーマルモードにて車両を走行さ
せるべく、駆動力調整機能（ＰＴＣ）が、目標エンジントルク及び目標ＭＧトルクを算出
する。一方、エンジンとモータジェネレータのいずれかが正常に作動し得ないと判定され
た場合には、リンプホームモードにて車両を走行させるべく、駆動力調整機能（ＰＴＣ）
は、正常に動作しえるエンジンもしくはモータジェネレータに対する目標トルクを算出す
る。
【００４６】
　駆動力調整機能（ＰＴＣ）により目標トルクが算出されると、制御状態は、下位階層（
３rd Layer）に遷移し、当該下位階層に紐付けられた機能が実行される。下位階層には、
ノーマルモード及びリンプホームモードのそれぞれのモードにて車両を走行させるための
エンジン制御機能（噴射量制御機能、点火時期制御機能）、モータジェネレータ制御機能
（回転検知機能、ベクトル制御機能）、及びバッテリ制御機能（ＳＯＣ検知機能、ＳＯＨ
検知機能）が紐付けられている。
【００４７】
　以上、各階層への各種の機能の配置例について説明したが、次に、各階層に配置された
機能を、各ＥＣＵに実装するための手法について説明する。
【００４８】
　車両制御システム１０は、エンジンシステム、モータジェネレータシステム等の複数の
サブシステムから構成され、それら複数のサブシステムを制御するため、複数のＥＣＵを
有する。そして、各階層に配置される機能は、それら複数のＥＣＵに分散して実装される
。この機能の実装において、本実施形態では、単一の階層に配置された機能、もしくは、
複数の階層に配置された機能であっても、隣接する階層に配置された複数の機能であれば
、その複数の機能を同じＥＣＵへ実装することは許容する。例えば、図４に示すように、
中位階層（２nd Layer）に配置された定常通信機能、中間ウエイクアップ機能、及びフェ
イルスリープ機能と、下位階層（３rd Layer）に配置されたＳＯＨ検知機能、ＳＯＣ検知
機能は同じＥＣＵに実装することを許可する。
【００４９】
　一方、１つ以上の階層を間に挟む離間した複数の階層にそれぞれ紐付けられた複数の機
能を同じＥＣＵへ実装することは禁止する。例えば、図５に示すように、上位階層（Top 
Layer）に配置された通信初期ウエイクアップ機能と、下位階層（３rd Layer）に配置さ
れたベクトル制御機能、回転検知機能、ＳＯＣ検知機能、ＳＯＨ検知機能は、同じＥＣＵ
に実装されることは禁止される。
【００５０】
　ここで、各階層に配置されたそれぞれの機能が、各ＥＣＵに実装された場合、各ＥＣＵ
は、制御状態が、自身に実装された機能が紐付けられた階層に遷移して、その機能を実行
すべきときに起動され（例えば電源が投入）され、制御状態が、それよりも上位の階層に
あるとき、停止状態（例えば、電源が遮断された状態）に維持される。その結果、制御状
態が、相対的に上位の階層にある場合には、該当の階層及びそれよりも上位の階層に紐付
けられた機能が実装されたＥＣＵだけが起動され、該当の階層よりも下位の階層に紐付け
られた機能が実装されたＥＣＵは停止状態のままとなる。
【００５１】
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　そして、本実施形態では、上述したように、単一の階層に紐付けられた機能、あるいは
隣接する階層に紐付けられた機能しか、同じＥＣＵに実装することを許可しないので、各
階層に紐付けられた機能を実行する際に、起動されるＥＣＵの数を極力少なくすることが
でき、システム全体として消費電力の抑制を図ることが可能になる。換言すれば、１つ以
上の階層を間に挟む離間した複数の階層にそれぞれ紐付けられた複数の機能を同じＥＣＵ
へ実装した場合、起動しなければならないＥＣＵの数が増加するとともに、起動と停止を
切り換える機会も増えることになり、電力消費に無駄が生じやすくなるのである。
【００５２】
　図６は、各階層の機能をソフトウエアオブジェクトにより具現化した場合の、ソフトウ
エアオブジェクト同士の結合関係を概念的に示したものである。図６において、矢印が結
合可能なパスを示す。図６に示すように、本実施形態では、全てのソフトウエアオブジェ
クト同士が結合可能とはなっておらず、結合が必要な階層間、もしくは階層内でのみ結合
可能となっている。これにより、オブジェクト単位での再利用性が向上する。なお、上記
のソフトウエアオブジェクトは、単一のＥＣＵに対応するだけでなく、複数のＥＣＵ間で
実装される機能の分担が変更される場合も対応可能である。
【００５３】
　図７及び図８は、各階層の機能を、複数のＥＣＵに分担実装した一例を示すものである
。図８に示される構成では、ＥＣＵが階層配置されている。具体的には、ＨＶＥＣＵが、
上位階層に置かれ、エンジンマネジメントシステム（ＥＭＳ）ＥＣＵ、モータジェネレー
タＥＣＵ、及びバッテリＥＣＵが下位階層に置かれている。このような物理的なＥＣＵ同
士の接続構造に従い、各階層の機能が各ＥＣＵに実装されている。具体的には、上位階層
（Top Layer）に紐付けられた起動及び停止機能、中位階層に紐付けられた前後挙動調整
機能（ＶＬＣ）、駆動力調整機能（ＰＴＣ）、及びモータジェネレータ調整機能（ＭＧＣ
）がＨＶＥＣＵに実装されている。また、ＨＶＥＣＵには、上位階層の通信初期ウエイク
アップ機能、及び中位階層の定常通信機能、中間ウエイクアップ機能も実装されている。
【００５４】
　一方、エンジン制御機能（噴射量制御機能、点火時期制御機能）、モータジェネレータ
制御機能（回転検知機能、ベクトル制御機能）、及びバッテリ制御機能（ＳＯＣ検知機能
、ＳＯＨ検知機能）は、それぞれＥＭＳＥＣＵ、ＭＧＥＣＵ、及びバッテリＥＣＵに実装
されている。なお、図８には示していないが、車両のバッテリが外部電源により充電され
る際のプラグイン検知機能は、図示しない充電器ＥＣＵに実装される。
【００５５】
　このように、個々の機能がどのＥＣＵに配置されるかで、ＥＣＵ間の主従関係が設定さ
れる。つまり、この主従関係は、各階層を遷移する制御状態に基づき設定されるので、各
階層の機能が実行されるときに、不要なＥＣＵが起動されることを回避することが可能で
ある。
【００５６】
　さらに、各ＥＣＵが各階層に紐付けられた機能を実行する場合であっても、その機能の
実行に必要な範囲において、演算処理を行ったり、データの送受信を行ったりするだけで
ある。このため、ＥＣＵが起動している場合であっても、その処理負荷や通信負荷は、各
階層に紐付けられた機能に応じた最小限の負荷で済む。従って、この観点からも、各ＥＣ
Ｕの消費電力の低減を図ることが可能となる。
【００５７】
　以上、本発明の好ましい実施形態について説明したが、本発明は、上述した実施形態に
なんら制限されることなく、本発明の主旨を逸脱しない範囲において、種々変形して実施
することが可能である。
【００５８】
　例えば、上述した実施形態では、ハイブリッド車両を走行させるための制御機能と、バ
ッテリを充電するための機能とをまとめて階層化する例について説明した。しかしながら
、プラグインハイブリッド車両や電気自動車のように、例えば、制御モードとして、バッ
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テリを充電する充電モードと、走行時の車両の挙動を制御する走行モードとの２つの制御
モードを備える場合、各制御モードにおいて、それぞれ、制御状態が階層化されていても
良い。走行モードと充電モードとは、機能的に全く異なるものである。そのため、走行モ
ードのための機能と充電モードのための機能とをまとめて階層化した場合、無駄に起動さ
れるＥＣＵが生じてしまう虞がある。それに対して、走行モードと充電モードとで、それ
ぞれ、制御状態を階層化することにより、それぞれの制御モードにおいて、各階層に紐付
けられた機能を実行するＥＣＵのみを起動することができ、電力消費の抑制を図ることが
可能になるためである。
【００５９】
　なお、上述のように、走行モードと充電モードとを分けて、それぞれの機能を階層化し
た場合、制御モードとしては、充電モードと走行モードとのいずれか一方が選択される。
換言すれば、充電モードに従う制御と、走行モードに従う制御とが同時に実行されること
はなく、必ず１つの制御モードが選択され、その制御モードに従う制御が実行される。そ
のようにするために、例えば、充電中に車両を走行させようとした場合や、走行許可中に
充電スタンドに接続した場合など、様々な車両の動作状況を判断して、安全状態を実現す
る様に、走行モードか充電モードを選択する。具体的には、車両の動作状況に応じて、安
全性が確保されるように、予め優先順位が定められており、いずれか１つのモードの上位
階層において、その定められた優先順位に従って、制御モードを選択する。そして、選択
された制御モードに従う機能が実行される際に、選択された制御モード以外の機能を停止
させることで、消費電力の低減を図ることができる。
【００６０】
　また、非接触充電技術を利用することで、走行中に充電が可能となった場合には、新た
に中間的な制御モードである走行中充電モードを設け、その走行中充電モードのための機
能を、別個に階層化すれば良い。これにより、従来とは異なる手法で、車両の充電を行う
ことが可能となった場合にも、それに適した制御を実行することが可能となる。この場合
においても、複数のモードが存在することになるので、様々な車両の動作状況に応じて、
モード間の優先順位を設けつつ、何れか一つの上位の階層が全体を管理する。これにより
、複数の制御モードが競合することを避けることができる。
【００６１】
　図９及び図１０は、制御モードを走行モードと充電モードとに分けた場合の、ソフトウ
エアオブジェクトの結合関係を含む全体構造と、各ＥＣＵへの機能の割り振りの一例を示
している。
【００６２】
　図９に示すように、制御モードを走行モードと充電モードとに分けた場合には、走行モ
ード及び充電モードに対応して、上位階層のソフトウエアオブジェクトを別々に設けつつ
、下位階層のソフトウエアオブジェクトと結合させる。これにより、上位階層が単一の場
合と同様の品質を維持しつつ、複数の制御モードに対応可能とすることができる。
【００６３】
　この際、リソースの有効活用の観点から、走行モードと充電モードとにおいて、中位階
層もしくは下位階層の機能が共通利用されるようにしても良い。つまり、中位階層もしく
は下位階層の機能を、複数の制御モードで共通利用可能な範囲で区分けしたり、集約した
りして、各階層の機能を設定する。そして、共通利用される中位階層もしくは下位階層に
は、複数の制御モードの上位階層からアクセス可能なインターフェースを設ける。このよ
うにすれば、図９に示すように、複数の制御モードにおいて、中位階層や下位階層の機能
を共通利用することが可能となる。
【００６４】
　このように、ある機能を複数の制御モードで共通利用する場合に、その機能が送信する
データや、受信したデータに関する処理を、各制御モードにおいて必要となる最小限のデ
ータや処理となるように切り換えるようにしても良い。これにより、それぞれの制御モー
ドを実行する際の処理負荷や通信負荷を低減し、消費電力を抑制することが可能となる。
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　ただし、設定されるインターフェースが多くなるほど、該当する機能およびそれが実装
される電子制御装置は、電源遮断がされなくなる。このため、電源遮断を優先する場合は
、同じ機能を複数の電子制御装置に配置して、電源遮断可能な電子制御装置の数を増やす
ようにしても良い。
【００６６】
　また、図１０に示すように、走行モードのための機能と、充電モードのための機能とを
それぞれ各ＥＣＵに分担実装することにより、走行モードと充電モードとで異なるＥＣＵ
間の主従関係が設定される。この結果、走行モード及び充電モードで、それぞれ必要最小
限のＥＣＵのみが起動されるようになり、電力消費の抑制を図ることが可能になる。
【００６７】
　また、上述した実施形態では、すべてのＥＣＵに対して、各階層に紐付けられた機能を
実装する例を説明した。この場合、すべての各ＥＣＵ内において、図８に示されるように
、それぞれ実装された機能が階層化されることになる。しかしながら、図１１に示すよう
に、全てのＥＣＵではなく、少なくとも一部のＥＣＵに関して、機能が階層化されたＥＣ
Ｕを採用するようにしても良い。このような場合でも、少なくとも従来構成に比較すれば
、電力消費の抑制を図ることが可能であるためである。
【００６８】
　なお、図１１に示す構成を採用した場合、機能が階層化されていないＥＣＵにおいては
、各階層における信号を授受して、内部処理するための調整層（Modification Layer）を
設ける必要がある。このような調整層を設けることにより、従来構成のＥＣＵをそのまま
利用可能となる。
【符号の説明】
【００６９】
１０　車両制御システム
１２　前後挙動調整機能（ＶＬＣ）
１４　駆動力調整機能（ＰＴＣ）
１６　モータジェネレータ調整機能（ＭＧＣ）
１８　プラグイン検出機能（Plug In）
２０　バッテリ容量検出機能（ＳＯＣ）
２２　バッテリ制御機能（Battery Control）
２４　エンジン制御機能
２６　モータ制御機能
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